
自治体経営の目指す姿と体系
自治基本条例の理念をもとに、限りある経営資源を無駄なく最適に配分しながら、市民や民間との協働によるまちづくり

を推進し、ＩＣＴを効果的に活用することで生産性を最大限に高めながら、官民全体で市民に真に必要なサービスを維持、
向上させ、将来にわたり持続可能な自治体経営を目指します。

ＳＤＧｓの推進
○ＳＤＧｓとは、平成27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発
のための2030アジェンダ」にて記載された平成28（2016）年から令和12（2030）
年までの国際目標です。
○ＳＤＧｓの17の目標は、「貧困をなくそう」から「パートナーシップで目標を達成しよ
う」まであり、まちづくり推進計画で位置づけられる施策の目的・目標と同じ方向性
であることから、ＳＤＧｓに掲げられた17の目標と本市が取り組む施策との関係性を
整理し、本計画上に明示することにしました。

○今後は、本計画に基づいた施策の推進を通じて、“誰一人取り残さない”持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を
目指します。

自治体経営の体系
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基本施策 展開方向
協働によるまちづくりの環境を充実
します

地域コミュニティ活動を推進します

情報共有を推進します

ＩＣＴ（ＡＩ）を活用し市民の利便性を向上
します

窓口業務などを改善・充実します

民間活力の活用や連携を推進します

時代に即した人材マネジメントの推進
と組織体制の整備を行います

人と組織を生かす内部統制体制を整備
します

ＩＣＴ（ＡＩ・ＲＰＡ）も活用しながら効果的・
効率的な行政運営を推進します

歳入確保の取組みを強化します

歳出の削減と合理化を推進します

健全で計画的な財政運営を推進します

計画的な公共ファシリティマネジメント
を推進します

目指すまちの姿

市民と行政が適切な役割分担や情
報共有のもと、信頼関係を深めなが
ら同じ目的・目標を共有する協働に
よるまちづくりを推進します。

サービスの受益者であり負担者で
もある市民に対し、質の高い行政
サービスを提供します。

これからの時代に必要とされる人材
の育成や課題解決につながる組織
体制の構築、経営資源の適正配分
などを通じて効果的・効率的な行政
運営を推進します。

将来にわたって、健全財政を維持し
ます。


